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１．はじめに

　日本では少子高齢化社会が急速に進む中で、マ

クロ経済スライドの発動によって、公的年金の給

付を抑制するという施策が講じられている。個人

は、公的年金の受給開始時期の繰り下げによって

給付水準を一定程度に維持する等の工夫も可能だ

が、老後資金における公的年金の役割は総じて低

下していくといえる。このような環境下、個人の

自助努力による老後の資産形成を行う重要性はよ

り一層高まる。しかし、日本の私的年金の税制優

遇措置は、諸外国に比べて、人口動態や経済・社
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　日本では急速な少子高齢化により、公的年金の役割が縮小せざるを得ず、個人の自助努力による老後のための
資産形成がより一層求められている。そのカギを握るのが私的年金の活用である。米国の私的年金制度について、
確定拠出型年金（DC）を中心に概観すると、日本の約10倍という高額な拠出枠を設定し、退職年齢の近い加入
者には追加拠出を容認しているほか、「自動化」の促進や引退後の資産の取り崩し（デキュムレーション）局面
における課題解消等様々な工夫を施している。米国以上に長寿リスクが高まっている日本においても、独自の創
意工夫に努め、大胆な施策を講じていくことが肝要であろう。
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